
２ 公共施設等の現況及び将来の見通し

霧島市公共施設管理計画（公共建築物編）＜計画概要＞
１ 霧島市公共施設管理計画とは

【策定の目的】

◎健全財政の堅持と適切な公共サービスを両
立していくために、公共施設が抱える様々な課
題を明確にし、今後の公共施設の管理運営の
方向性や方針等を定める。

【計画の対象】

公共施設

公共建築物 土木インフラ

行政系施設、公営住宅、学校教
育系施設などの建築物

道路・橋梁、水道施設、下水道施
設などの

【計画期間】

平成27年度から40年間を対象とし、
5年毎に見直しを行う。

※平成22年までは国勢調査。平成27年度以降は
国立社会保障・人口問題研究所推計値。

【人口の推移】

0 

5,000 

10,000 

15,000 

20,000 

25,000 

30,000 

35,000 

40,000 

45,000 

S
4
0

S
4
2

S
4
4

S
4
6

S
4
8

S
5
0

S
5
2

S
5
4

S
5
6

S
5
8

S
6
0

S
6
2

H
1

H
3

H
5

H
7

H
9

H
1
1

H
1
3

H
1
5

H
1
7

H
1
9

H
2
1

H
2
3

（㎡）

その他の建築物

公営住宅

レクリエーション施設

スポーツ施設

学校教育系施設

市民文化系施設

行政系施設

築30年経過施設：34.6万㎡（約43％）

Ｓ52～57年：約20万㎡

（総量の約1/4）

霧
島
市
誕
生
（市
町
合
併
）

旧市町による整備：73.8万㎡（約93％）

【整備年次別の用途別総延床面積】

82.2万㎡

現在の維持・更新費の水準（約46億円/年）

将来の維持・更新費の水準（約80億円/年）

年間３４億円
不足

【今後４０年間に発生する維持管理費】
3,187億円

82.2万㎡

（億円）
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（億円） 【財政の状況】 【公共建築物のコスト試算結果】

３ 課題整理

施設保有
○本市が保有する公共施設の量は、類似団体と比べ非常に多く、今
後必要となる更新や改修への対応が課題

人口・ニーズ

○社会経済状況が変化する中で市民の豊かさに対する価値観、ライ
フスタイルは多様化しており、公共施設に対するニーズの変化への
対応が課題
○人口が増加する地区と既に人口減少・少子高齢化が進行している
地区があり、公共施設の需給に関わるミスマッチが生じている。地区
の実態に即した対応が課題

財政

○扶助費が倍増しており義務的経費が増加傾向である。今後、地方
交付税の合併特例措置も終了することから、状況が一層厳しくなる
見通しとされている中で、公共施設の維持補修、更新に係るコストに
どのように対応していくかが課題

体制

○現状を的確に把握するために必要となる公共施設データが一元化
されていないことが課題
○市内の施設を横断的に管理する取組みを推進するための体制を強
化していくことが課題



霧島市公共施設管理計画（公共建築物編）＜計画概要＞

４ 基本方針

地区の特性に応じた
取組の推進

○地区の将来像を見据えた公共建築物の役割の明確化および計画
の策定
○市民・有識者等の参画による計画の推進

ニーズの変化に
対応した適切な
サービスの提供

○ニーズの把握
○効果的な手法の検討・実施
○見直しに伴う市民への影響の把握・対応

維持管理や
更新コストの縮減

○施設保有量の見直し・適正化（総量縮減）
○施設の維持補修に係る方針の見直し（長寿命化の推進）
○施設運営の見直し（財源確保）
○ライフサイクルコストの縮減や平準化を着実に進める方策の検討
（維持管理業務効率化）

市民との協働・
民間活力の活用

○市民団体、地域住民との協働
○受益者負担の適正化
○民間活力の活用
○民間施設の活用
○民間サービスの誘致
○財源確保のための取組
○発注方法や長期包括契約など契約上の工夫の整理

総合的な取組の推進
○推進体制の強化
○庁内連携の強化 将来のコスト負担額を床面積換算で、

40％（32.9万㎡）とすることを目指す。

５ 保有量の目標

目標年度
削減量
（万㎡）

削減率
（累計）

年度末面積
（万㎡）

計画策定時 ━ ━ 82.2

平成31年度末 9.9 12.0 72.3

平成36年度末 8.7 22.6 63.6

平成41年度末 7.0 31.1 56.6

平成46年度末 6.3 38.8 50.3

平成51年度末 5.1 45.0 45.2

平成56年度末 4.6 50.6 40.6

平成61年度末 4.0 55.5 36.6

平成66年度末 3.7 60.0 32.9

６ 基本計画

総量縮減、長寿命化推進、財源確保、維持管理業務効率化の4つの取

組を推進します。その推進に際しては、地区特性や市民ニーズの変化に
留意するほか、市民との協働や民間活力の活用を図りつつ庁内連携に
よる総合的な推進となるよう努め、将来を見据えた地域づくりの取組とし
て推進し、“次世代に継承できるまち”の実現を目指します。

〇用途別の公共建築物管理の方向性 ＜整理する項目＞ 〇地区別の特性を踏まえた公共建築物管理の方向性 ＜整理する項目＞

７ 用途別・地区別の公共建築物管理の方向性

行政系施設
市民文化系
施設

学校教育
施設

スポーツ・レクリエー
ション系施設

公営住宅
その他
施設

国分地区 溝辺地区 横川地区 牧園地区

霧島地区 隼人地区 福山地区

〇現状・課題
〇今後の取組方針

〇地区の概況
〇公共建築物管理の
方向性

次世代に継承できるまちの実現

〇【総量縮減】施設保有量の見直し・適正化
〇【長寿命化推進】施設維持補修に係る方針の見直し
〇【財源確保】施設運営の見直し
〇【維持管理業務効率化】ライフサイクルコストの縮減や平
準化を着実に進める方策の検討

推進する取組み

【地域特性】
地区の特性に応じた
マネジメントの推進

【市民協働・民間活力】
市民協働推進
・民間活力活用

【市民ニーズ】
ニーズの変化に対応し
た適切な公共建築物
サービスの提供

【庁内体制】
庁内連携による
総合推進

コストの縮減
４０年間で

床面積換算で４０％


